
障がい支援計画（令和７年度）の進捗状況について

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P72

相談支援事業（市内の社会福祉法人２法人へ委託）
生活支援事業（北海長正会）
総相談件数
令和７年度　　11,286件（4月～12月）
令和６年度　　14,253件
令和５年度　　14,363件

就労支援事業（北ひろしま福祉会）
総相談件数
令和７年度　　3,141件（4月～12月）
令和６年度　　4,467件
令和５年度　　3,696件

生活支援事業については、総相談件数は前年より増加傾向にあります。その要因とし
て、親の高齢化世帯の支援や放課後等デイサービスの利用をきっかけにその保護者へ
の支援が必要と思われる家庭の相談件数が増加傾向であり、学校・児童相談所・放課
後等デイサービス等多機関連携が欠かせない複雑な課題を抱えるケースが多くありま
す。
また、精神障がいのある方は、精神症状の悪化で気持ちが不安定になり、その結果頻
回な相談や緊急の対応が必要となるケースが依然として多い状況です。

就労支援事業については、総相談件数は前年と同水準のペースで推移しているもの
の、虐待相談などの複雑な案件が前年から増加しており、継続的な支援が必要になる
ケースが多いです。新規相談者は引き続き毎月一定数来所しており、就労福祉サービ
スを利用した後に一般就労を目指す傾向は前年と同様です。一方で、近年は転職を希
望する相談が増加している状況が見られます。
また、生活相談では年金や居住に関する相談に加え、本人のみならず家族からの相談
件数も増加しています。

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P72

計画相談支援、障がい児相談支援
実績等については資料２（3ページ）のとおり。

計画相談支援・障がい児相談支援については、計画値を上回る見込みです。相談内容
は年々多様化・複雑化しており、一人当たりの支援に時間を要するケースが増加して
おります。
障がい当事者が、本人の意思決定等により、ニーズに応じた適切な障がい福祉サービ
スが受けられるよう、引き続き相談支援の質の向上を図ります。

障がい児・者やそのご家族（ヤングケアラー等も含む）の悩みや相談に幅広く対応するため、福祉、医療、教育等の関係機関と連携を図りながら、途切れのない相談支援体制をめざします。

評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

基本目標１　総合的な相談サービスの提供

施策１－１　総合的な相談支援体制の充実・強化

令和８年１月２９日北広島市保健福祉計画検討委員会 障がい福祉部会【資料１】
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3

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P72

北広島市障がい者自立支援協議会
＜全体会＞
令和7年度（予定）　1回開催
 
＜就労支援部会＞
令和7年度（4月～12月）    1回開催
令和6年度 　　　　  　 　　２回開催
令和5年度 　　　 　  　 　　1回開催
＜精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築のため
のプロジェクトチーム＞
令和7年度（4月～12月） 15回開催
令和6年度　　　　　　　   ９回開催
令和5年度 　　　　   　　   6回開催
＜医療的ケア児等支援のための協議の場＞
令和7年度（4月～12月） 1回開催
令和6年度　　  　　　　　2回開催
令和5年度 　　　　 　　　2回開催
＜相談支援連絡会議＞
令和7年度（4月～12月）２回開催
令和6年度　　　　　　　　1回開催

各部会とも、様々な活動・協議が行われており、今後も、継続した活動を通し、地域
における課題を協議するとともに、関係機関のネットワークの構築を図ります。
また、令和6年度からは、新たに相談支援連絡会議を発足させ、個別のケース会議を
通して地域の課題を抽出して参ります。
引き続き、障がい者自立支援協議会を活用しながら当事者及び関係機関等の意見聴
取、ニーズの把握に努めます。

※協議会委員　委員　21名
任期　自　令和6年7月  1日
　　　至　令和9年6月30日

4

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P72

相談員制度
　身体障がい者相談員　2名　委嘱
　知的障がい者相談員　１名　委嘱

継続して実施します。

5

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P72

子ども発達支援センターでの発達相談
市子ども発達支援センターで実施
・発達相談
＜総相談件数＞
令和7年度（4～12月）  436件
令和6年度　　　　　　　389件
令和5年度　　　　　　　481件
・訪問相談
＜総相談件数＞
令和7年度（4～12月）   63件
令和6年度　　　　　　 　54件
令和5年度                  　109件

発達相談については、子どもの発達が気になる保護者からの相談内容が多様化・複雑
化しており相談件数は昨年度より増加傾向にあります。
訪問相談については、昨年度並みで推移しています。発達が気になる子どもについて
保護者や関係機関等からのニーズがありますので、引き続き専門職の訪問による助言
や情報交換に努めます。
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1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P73

居宅介護（ホームヘルプ）、重度訪問介護、同行援護、行動
援護、重度障がい者等包括支援
実績等については資料２（1ページ）のとおり。

訪問系サービスについては、居宅介護と重度訪問介護の利用者数と利用時間数が増加
傾向にあります。
障がい当事者のニーズに応じた支給量の決定を行う等、きめ細やかなサービスの提供
に努めます。

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P73

訪問理容サービス
配食サービス
市高齢者支援課で実施

継続して実施します。

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P74

療養介護、生活介護、短期入所（ショートステイ）、自立訓
練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援
（Ａ型・Ｂ型）、就労定着支援
実績等については資料２（2ページ）のとおり。

就労継続支援Bについては、利用者数が増加しています。
短期入所（医療型）については、前年度と比較して利用日数が増加しています。
また、市内において医療的ケア児・者が利用できる短期入所先の確保も課題となって
います。
今後も、相談支援の充実とともにニーズに応じたサービス提供に努めます。

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P74

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービ
ス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援
実績等については資料２（3ページ）のとおり。

放課後等デイサービスについては、前年と比べて利用者数・利用日数ともに増加傾向
にあります。特に放課後等デイサービスの増加は顕著となっています。
また、保育所等訪問支援については、保護者や学校等においても、制度趣旨等への理
解が進んおり、その結果として利用者数が増加しています。
なお、障がい児通所支援については、市独自の制度により、平成26年度から障がい
児通所支援に係る利用料を無料化していることに加え、国の施策により令和元年１０
月から3歳～5歳児を対象とした児童通所支援の無償化が開始されています。

3

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P75

日中一時支援
　令和７年度（4月～12月 ）利用者数73名
　令和６年度　　　　　　 　 利用者数79名
   令和5年度　　　　　　  　 利用者数61名

日中一時支援事業については、利用数は増加しております。生活介護などの日中活動
系サービスや障がい児通所支援を補完するサービスとして、障がい当事者家族の負担
軽減が図られています。

２－２　日中活動系サービス（在宅者向け）の充実

障がい児・者の地域や在宅での自立生活を支援するため、ヘルパー等が自宅等へ訪問してサービスを提供する訪問系サービスの充実をめざします。

施策２－１　訪問系サービスの充実

基本目標２　利用しやすい福祉サービスの提供

地域や在宅における障がい児・者の自立生活を支援するため、日常生活や訓練活動を支援する日中活動系サービス（在宅者向け）の充実をめざします。
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■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P75

地域活動支援センター事業
施策３－４に記載

5

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P75

訪問入浴サービス
　令和７年度（4月～12月） 利用者数2名
　令和６年度　　　　　　 　 利用者数4名
   令和5年度　　　　　 　 　 利用者数3名

継続して利用希望者がいることから、引き続き事業を実施します。

6

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P75

放課後対策（学童クラブ）
市子ども家庭課で実施

継続して実施します。

7

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P75

特別支援児童保育
　令和７年度（4月～12月） 利用者数23名
　令和6年度　　　　　　　　利用者数25名
   令和5年度　　　　　　　   利用者数26名
　市子ども家庭課で実施

継続して実施します。

8

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P75

私立認可保育所等運営費支援事業補助の支給
　令和7年度（4月～12月）実施施設数15施設
　令和6年度　　　　　 　   実施施設数15施設
   令和5年度　　　　　　　 実施施設数12施設
　市子ども家庭課で実施

継続して実施します。

9

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P75

放課後対策（学童クラブ）
　市子ども家庭課で実施

継続して実施します。

10

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P75

医療型短期入所支援事業
　令和７年度（4月～12月）申請件数　0件
　令和６年度　　　　　　 　申請件数　0件

医療的ケア児・者等の介護を行う家族の負担軽減のために実施される短期入所の整備
及び充実等を図るため、令和6年度から開始した新規事業です。現段階では申請件数
は0件ですが、引き続き、市内事業者と協議を行ってまいります。
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1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P76

自立支援医療（更生医療・育成医療・精神通院医療）
＜更生医療＞
　令和７年度（4月～12月）利用者数　132名
　令和６年度　 　　  　　    利用者数　166名
　令和5年度　 　　  　　     利用者数　178名
＜育成医療＞
　令和７年度（4月～12月） 利用者数　　7名
　令和６年度　　　　　 　　 利用者数　    6名
   令和5年度　　　　 　 　　 利用者数　    9名
＜精神通院医療＞
　令和７年度（4月～12月）  受給者証交付者数　968名
　令和６年度　                    受給者証交付者数1,113名
   令和5年度　                     受給者証交付者数1,117名
※精神通院医療は、保険者が北海道であることから、利用者
数の積算が困難なため、受給者証交付者数に変更。

更生医療については、人工透析の治療を必要とする利用者が大半を占めており、利用
者数は増加傾向となっています。
育成医療については、治療を受けないと障がいを残すと認められる児童に対し、確実
な効果が期待できる医療を対象としており、利用者数は増加傾向となっています。
精神通院医療については、利用者数は増加傾向となっています。
今後も相談支援の充実や医療機関との連携等により継続した支援に努めていきます。

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P76

重度心身障がい者医療費助成
重度心身障がい者等通院交通費助成
ひとり親家庭等医療費助成
市保険年金課で実施

継続して実施します。

障がい児・者がその心身の障がいの状態の軽減を図り、自立した日常生活を営むために必要な医療の費用負担の軽減を図ります。

施策２－３　自立支援医療等の充実
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1
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P77

補装具の給付
　令和7年度（4月～12月）  決定件数　138件
　令和6年度　                    決定件数　208件
   令和5年度　                    決定件数　149件

補装具の給付については、給付件数・給付額が例年並みとなっています。

2
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P77

日常生活用具の給付
実績等については資料２（4ページ）のとおり。

日常生活用具の給付については、排せつ管理支援用具は前年に比べ給付件数が増加す
る見込みとなっています。一方で介護・訓練等支援用具は、前年に比べ給付件数が減
少傾向にあります。

3
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P77

自助具の給付
　令和7年度（4月～12月） 決定件数7件
　令和6年度　　　　　        決定件数2件
   令和5年度　 　　　　       決定件数7件

自助具の給付については、平成28年度から軽度・中等度難聴児に対する補聴器購入
費の助成を実施しています。
決定件数が増加している理由についてですが、自助具の購入は耐用年数の関係で数年
に1度の申請となり、今年度は申請年となる方が多かったためです。

4
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P77

紙おむつの給付
　市高齢者支援課で実施

継続して実施します。

5
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P77

ごみ袋の助成
　市廃棄物対策課で実施

継続して実施します。

障がい児・者の地域や在宅での自立生活を充実させるため、補装具の給付、日常生活用具の給付、活動の場の提供など日中生活の支援を図ります。

施策２－４　日中生活の支援
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1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P78

緊急通報システム事業
除雪サービス
救急情報キットエルフィンバトン
認知症高齢者等SOSネットワーク事業
　市高齢者支援課で実施

継続して実施します。

1
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P79

福祉人材確保対策就労支援金
　令和7年度（4月～12月）新規就労者59人
（介護32人／障がい福祉14人／保育13人）
　支給金額　6,100,000円
　令和6年度　新規就労者数114人
（介護49人／障がい福祉17人／保育48人）
　支給金額　12,400,000円
　令和5年度　新規就労者数73人
（介護33人／障がい福祉17人／保育23人）
　支給金額　8,100,000円

継続して実施します。

2
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P79

障がい福祉従事者人材バンク
　令和7年度
　登録者　１名
　令和6年度
　登録者　1名

登録者数が増加していないことから、事業の周知方法などについて検討していきま
す。

障がい福祉サービス等の提供に不可欠な福祉人材の確保・定着・養成を図るため、福祉サービス等に関する仕事の魅力を周知し、就労先として選択されるよう努めるとともに、さらに就労者が継続的
に勤務ができるよう、関係機関等との連携を図り、環境整備に努めます。

障がい児・者の地域や在宅での自立した日常生活を地域で見守り、声かけや相談を受けるよう、地域活動と連携した地域づくりを図ります。

施策2－6　福祉人材の確保

施策２－５　その他日常生活サービスの充実
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1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P80

移動支援事業
実績等については資料２（4ページ）のとおり。

移動支援事業については、保護者の高齢化等の要因により利用時間数が増加傾向にあ
ります。適切な相談支援の実施により、障がい当事者のニーズを踏まえたサービス提
供に努めます

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P80

障がい者自動車運転免許取得費助成
　令和7年度（4月～12月）  利用者数　4件
　令和6年度　             　    利用者数　2件
   令和5年度　                    利用者数　2件
障がい者自動車改造費助成
　令和7年度（4月～12月） 利用者数　1件
　令和6年度　                   利用者数　2件
   令和5年度　                   利用者数　0件

自動車運転免許取得費助成、自動車改造費助成ともに増加傾向にあります。

3

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P80

精神障がい者社会復帰訓練通所交通費助成
　令和７年度（4月～12月） 利用者数 5４人
　令和６年度　                   利用者数 65人
   令和5年度　                    利用者数 65人

在宅の精神障がい者等が社会復帰訓練を行う施設に通所するために要する交通費を助
成することにより、経済的な負担の軽減を図り、社会復帰を促進することを目的とす
ることから、引き続き助成を実施します。

4

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P80

福祉バスの運行
　市福祉課（庶務担当）で実施。

継続して実施します。

5

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P80

移送サービス
　令和７年度（4月～12月） 利用者数46人
　令和６年度　                   利用者数50人
   令和5年度　                    利用者数50人

継続して実施します。

6

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P80

福祉タクシー・福祉自動車燃料チケットの交付
　令和7年度（4月～12月） 交付者数1,468人
　令和6年度　　　　   　 　 交付者数1,526人
   令和5年度　　　　　　     交付者数1,557人

継続して実施します。

基本目標３　社会参加の促進

施策３－１　移動支援の充実

障がい児・者が地域で安全に外出できるよう、移動手段の充実をめざします。
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評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P81

専任手話通訳者の配置と派遣
　令和7年度（4月～12月）　専任1名　派遣87回
　令和6年度　                       専任1名　派遣124回
　令和5年度　                       専任1名　派遣159回
手話講習会の開催
＜入門・初級・中級・フォローアップ講座＞
　令和7年度　58日間開催　40人受講
　令和6年度　60日間開催   47人受講
   令和5年度　65日間開催 122人受講
＜専門講座＞
　令和7年度　5日間開催　8人受講
　令和6年度　8日間開催　8人受講
   令和5年度　8日間開催　8人受講
要約筆記奉仕員の養成と派遣
　令和7年度（4月～12月）養成講座　5日間　派遣　4回（12人）
　令和6年度                       養成講座　6日間　派遣　4回（8人）
   令和5年度                       養成講座　7日間　派遣　8回（4人）
点字、声の広報の発行
　令和7年度　　広報北広島    年12回発行予定
　                      議会だより    年4回発行予定
　令和6年度　   同上の発行

聴覚障がい者への意思疎通支援者（手話通訳・要約筆記）の派遣については、申請に
基づきサービスを提供しており、需要に対しての対応はできています。障がい者差別
解消法に則り、個別の場面におけるコミュニケーションへの合理的配慮の提供に努め
ます。
手話奉仕員、要約筆記奉仕員などの養成は、関係団体の協力により継続して実施して
いますが、受講者数は横ばい傾向であり、サービス提供者の人材確保・育成に取り組
むことが課題です。

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P82

障がい児者の学び・体験推進事業
市内関係機関・団体や高等教育機関等の専門家を交えた意見
交換の場である地域連携コンソーシアムにおいて、障がい
児・者の学習機会の実態把握や既存事業の見直し、新たな事
業の実施に向けた検討
市教育委員会で実施

継続して実施します。

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P82

療育キャンプ
　社会福祉協議会で実施

状況を注視しつつ、事業の実施方法等について検討します。

3

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P82

総合体育館等の使用料減免 継続して実施します。

施策３－２　意思疎通支援事業の充実

施策３－３　社会参加促進事業の充実

障がい児・者の地域でのコミュニケーションを円滑に行えるよう、障がいの特性に応じた手段による意思疎通支援の充実を図ります。
また、「北広島市手話言語条例」に基づき、手話が言語であるとの認識の下に、手話に対する理解の促進と手話の広がりをもって、誰もが安心して暮らすことができる共生社
会の実現を目指し、手話の普及等に関する各種施策の推進に取り組みます。

障がい児・者が地域での社会参加を促進するため、様々な交流と体験機会の提供を図ります。
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評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P82

地域活動支援センター事業（再掲）
　令和7年度　　3か所
　令和6年度　　3か所
   令和5年度　　3か所

地域活動支援センターについては、障がい者の創作的活動や生産活動の機会の場とし
て、引き続き設置が必要と考えます。

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P83

障がい児・者に配慮した公共施設の整備とバリアフリー化
市営住宅のバリアフリー整備
住宅改造のための相談・支援
市建築課で実施

継続して実施します。

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P83

福祉情報ガイドブックの「ともにくらしていくために」の作
成

継続して実施します。

障がい児・者が在宅や地域で社会活動への参加機会の確保ができるよう、様々な福祉情報の提供と公共空間や住宅のバリアフリー化を推進します。

施策３－４　地域活動支援センターの充実

施策３－５　その他社会参加の促進

障がい者に社会活動の機会を提供し、社会との交流や社会参加を促進します。
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評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P84

相談支援事業（再掲）
施策１－１に記載

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P84

自発的活動支援
　令和7年度　支援団体　2団体
　令和6年度　支援団体　3団体
　令和5年度　支援団体　3団体

自発的活動支援については、会員の高齢化等により活動が縮小されている傾向にあり
ますが、引き続き、障がい児・者等や地域における自発的な取組みを行う団体を支援
していきます。

3

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P84

障がいを理由とする差別解消の取組 障がい者差別解消に係る取り組みについては、引き続き、障がい者差別解消法の周知
を図るとともに、障がいのある方への理解を深める取組みを進めていきます。

4

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P84

北広島福祉ショップ 福祉ショップについては、工賃の向上及び市民の障がい者への理解促進につながって
います。
また、令和4年度4月7日には、エルフィンパーク内から北広島駅舎内への移転を行
い、利便性及び集客性の向上を図りました。

5

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P84

ヘルプマーク・ヘルプカードの配付 外見からは障がいがあることがわからない人などに、合理的配慮を提供しやすい環境
をつくるため、平成２９年１０月から配付を開始しています。

施策４－１　障がい理解の促進

基本目標４　障がい理解の促進、権利擁護の推進

障がいの有無にかかわらずすべての市民が、相互に理解を深めるための啓発や交流を促進します。
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評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

1
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P85

成年後見制度利用支援事業
【市による市長申立て、報酬助成等】
○市長申立て
　令和7年度（４月～１２月）　　0件
　令和6年度　　　　　　　　　　0件
　令和5年度　　　　　　　　　　0件
○成年後見制度利用支援事業
　令和7年度（４月～１２月）
　申立て助成　　0件、報酬助成　1件
　令和6年度
　申立て助成　　0件、報酬助成　1件
　令和5年度
　申立て助成　　0件、報酬助成　3件

市長申立て件数及び報酬等助成は横ばい傾向で、今後も成年後見制度の利用促進なら
びに適切な利用が図られるよう、成年後見制度利用支援事業の推進に努めます。

2
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P85

成年後見センターの運営
【社会福祉協議会へ委託】
地域連携ネットワークを担う中核機関を設置し、成年後見制
度利用促進体制の強化、さらなる機能の充実を図ります。
○成年後見制度等相談支援
　令和7年度（４月～１２月）　901件
   令和6年度　　延べ件数　　1,247件
　令和5年度　　延べ件数　　1,137件
○市民後見人養成講座
　令和7年度（４月～１２月）　0回開催
　令和6年度　　0回開催
　令和5年度　　0回開催
○市民後見人養成講座修了生ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修
　令和7年度（４月～１２月）　2回開催
　令和6年度　　　　　　　　　1回開催
　令和5年度　　　　　　　　　1回開催

令和6年度に、既存の成年後見センターに地域連携ネットワークを担う中核機関を設
置し、成年後見制度の利用促進体制の強化や、親族後見人への支援等のさらなる機能
の充実を図りました。
成年後見センターにおける相談は、社会福祉協議会の独自事業と一体的に実施するこ
とで効果的に事業が実施されています。相談件数は横ばいとなっていますが、相談件
数の増減のみで評価できるものではなく、様々なニーズに対してケース支援会議や司
法等の専門職相談を随時開催し、支援の方向性について関係機関との役割分担を明確
にしながら、対応することが重要となります。
市民後見人の担い手づくりとして実施している各種事業について、市民後見人の養成
は一定数できたことから、フォローアップ研修を実施しています。
法人後見受任件数の増加が見込まれることから、市民後見人をはじめとする、後見事
務の担い手の確保が急務となっています。

地域で障がい児・者がその権利を擁護され、地域社会の一員として尊重されるよう、障がい児・者の権利擁護を図ります。
また、知的障がいや精神障がい、認知症により判断力が不十分な人たちが、住み慣れた地域で安心した生活が続けられるよう、平成28年7月に北広島市成年後見センターを設置し、相談支援、成年後
見制度利用支援、市民後見人養成講座の実施、普及啓発等の業務を行っています。
平成28年度に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」は施行され、市民（成年後見制度を必要とする）がメリットを実感できる制度運用にむけ、成年後見制度利用促進体制の強化や更なる機能の
充実が求められていることから、地域連携ネットワークを担う中核機関などの体制整備にむけて段階的・計画的に検討していきます。

施策４－２　権利擁護体制の充実
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評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

3
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P85

日常生活自立支援事業・生活あんしん事業
【社会福祉協議会独自事業】
　令和7年度（４月～１２月）
　日常生活自立支援事業　　　3件
　生活あんしん事業　　 　　10件
令和6年度
　日常生活自立支援事業　　　3件
　生活あんしん事業　　　　　9件
　令和5年度
　日常生活自立支援事業　　　3件
　生活あんしん事業　　 　　10件

成年後見制度と一体的かつ継続的に実施します。

4
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P85

法人後見事業
【社会福祉協議会独自事業】
　令和７年度（４月～１２月）
　法人後見受任件数　　　　19件
　令和6年度
　法人後見受任件数　　　　20件
　令和5年度
　法人後見受任件数　　　　15件

成年後見制度と一体的かつ継続的に実施します。

5
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P85

障がい者虐待防止事業
○虐待相談通報件数／認定件数
　令和7年度（４月～１２月）　3件／1件
　令和6年度　　　　　　　　 10件／3件
　令和5年度　　　　　　　   　7件／4件
○研修会
　令和7年度（４月～１２月）　0回
　令和6年度　　　　　　　　　1回　41名
　令和5年度　　　　　　　　　1回　30名
○会議
　北広島市と厚別警察署の連携推進会議
　令和7年度（４月～１２月）　1回
　令和6年度　　　　　　　　　1回
　令和5年度　　　　　　　　　1回

障がい者虐待件数は、警察からの通報が多い状況ですが、相談件数の増減のみで評価
できるものではなく、個々の相談に対し会議を随時開催し、虐待や緊急性の判断、支
援の方向性について関係機関との役割分担を明確にしながら、早期発見・早期対応に
努めていくことが重要です。
また、虐待は介護負担や生活困窮、障がいへの理解不足など様々な要因により発生す
ることから、保健福祉部のみならず庁内外との連携を図り横断的支援を行っていくこ
とが求められます。
なお、高齢者や障がい児・者等、複合的な課題を抱えている世帯への支援の対応も増
えていることから、虐待を未然に防止する、あるいは悪化を予防するための視点や対
応の工夫等を踏まえた会議・研修等にも継続的に取り組んでいきます。

13



評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P86

相談支援事業（再掲）

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P86

福祉情報ガイドブックの「ともにくらしていくために」の作
成（再掲）

3

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P86

市ホームページの作成 継続して実施します。

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P87

自立生活援助・共同生活援助（グループホーム）・施設入所
支援・宿泊型自立訓練
実績等については資料２（2ページ）のとおり。

施設入所支援については、概ね例年どおりの見込となっています。
グループホームについては、新規利用の希望者が多く、年々増加傾向にあります。
引き続き、施設入所者の地域生活移行を進めるため、住み慣れた地域で生活できる体
制づくりに努めます。

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P88

相談支援事業（再掲）
施策１－１に記載

施策４－３　障がい福祉に関する情報提供の推進

基本目標５　地域への移行促進・地域生活の継続に向けた支援

施策５－１　居住系サービスの充実

施策５－２　地域生活の継続に向けた支援

障がい者の地域での自立生活を支援するため、居住系施設の確保と、そこでの居住系サービスを提供します。

在宅で生活する障がい児・者の高齢化や重度化、さらには生活を支えていた家族がいなくなった後でも、地域での生活が継続できる体制整備を図ります。

障がい理解や障がい児・者の権利擁護を促進させるため、障がい福祉に関する情報を障がいの有無にかかわらず入手できるよう、わかりやすい情報提供を行います
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評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

1
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P89

就労移行支援（再掲）・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）・就労
定着支援（再掲）
施策２－２に記載

相談支援事業（再掲）
施策１－1に記載

北広島市障がい者自立支援協議会（再掲）
施策１－１に記載

北広島市福祉ショップ（再掲）
施策４－１に記載

1
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P90

避難行動要支援者避難支援
　市福祉課（庶務担当）で実施

継続して実施します。

2
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P90

福祉避難所の設置 市危機管理課と連携を図りながら実施します。

施策６－１　就労支援の充実

基本目標７　災害に備えた避難体制等の確保・感染症対策に係る体制整備

施策７－１　災害対策並びに感染症対策に係る体制整備

障がい者が住み慣れた地域で自立した生活を実現するため、就労のための必要な訓練や、活動の場を提供するなど、障がい者の就労を支援する取組を促進します。また、障がい者が働きやすい環境と
なるよう、企業等における障がい者の職場定着を支援する取組を進めます。また、障がい者授産製品の販売促進のため、北広島福祉ショップ等への支援を継続して行うとともに、「北広島市障害者就
労施設等からの物品等の調達方針」を定め、福祉的就労を行っている事業所等への発注をさらに促進していきます。

障がい児・者が安心して地域での生活を送ることができるよう、災害時における支援体制づくりを促進します。また、障がいの特性に配慮した避難スペース（福祉避難所）の整備を図ります。さら
に、日頃から障がい福祉サービス事業所等と連携し、感染症対策についての周知啓発を図るとともに、道や関係団体と連携した支援・応援体制の構築を図ります。

基本目標６　就労支援の充実
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評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

1

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P91～92

相談支援事業（再掲）・障害児相談支援（再掲）
施策１－１の記載
障がい児通所支援事業（再掲）
施策２－２に記載
日中一時支援事業（再掲）
施策２－２に記載

2

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P91～92

子育て世代包括ケアシステム（きたひろすくすくネット
こども家庭センター（母子保健機能）（令和7年10月～）
市健康推進課で実施
○相談件数
   令和7年度　　1,108件（12月末現在）
   令和6年度　　1,729件
   令和5年度　　2,215件
赤ちゃん訪問    市健康推進課で実施
　令和７年度 　145件（12月末現在）
　令和６年度 　207件
　令和５年度 　230件
乳児健康診査   市健康推進課で実施
　令和７年度 　293件（12月末現在）
   令和６年度 　361件
　令和５年度 　396件
１歳６か月児健康診査  市健康推進課で実施
　令和７年度 　172件（12月末現在）
   令和６年度 　268件
　令和５年度 　274件
３歳児健康診査  市健康推進課で実施
   令和７年度 　237件（12月末現在）
   令和６年度 　289件
　令和５年度 　317件

妊娠から出産、子育てまで安心して育児に関する相談ができるよう、様々な機会を通
じて、引き続き相談対応をしていきます。
児童福祉法の改正により、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対して母子保健・児
童福祉の両機能が一体的に相談支援を行う機関であるこども家庭センターの設置が努
力義務とされました。当市では、令和7年10月にこども家庭センターを設置し、子
育て世代包括支援センター事業「きたひろすくすくネット」の機能を移行しました。
母子保健機能を担う健康推進課と児童福祉機能を担う福祉総合相談室こども家庭セン
ターが一体的に相談支援を行うことにより総合相談体制を維持し、支援の充実を図り
ます。

基本目標８　障がい児支援の充実

身近な地域で支援が受けられるように、早期からの相談・発達支援を推進するとともに関係機関と連携を図り、乳幼児期から18歳まで切れ目のない支援を地域で提供する体制づくりを進めます。ま
た、障がい児の通所利用を促進し、早期療育につなげるため、児童福祉法に基づく障がい児通所支援の利用者負担の無料化を継続して実施します。

施策８－１　障がい児支援の充実
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評価と課題等令和７年度の取組（令和7年12月末現在）計画書ページNo.

3

■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P91～92

子ども発達支援事業　市子ども発達支援センターで実施
・発達相談件数　（再掲）
・訪問相談件数　（再掲）
・障がい児相談支援
　令和7年度（4～12月）利用児童数  203人
　令和6年度　　　　   　利用児童数　204人
　令和5年度　　　　      利用児童数　197人
・障がい児通所支援
　令和7年度（4～12月）利用児童数　 81人
　令和6年度　　　　 　　利用児童数　 83人
　令和5年度　　　　　 　利用児童数　108人
・発達支援講演会等の開催
　令和7年度（4～12月）２回 参加者   82人
　令和6年度　　　　　 　２回 参加者　141人
　令和5年度　　 　　 　  3回 参加者 　190人
放課後児童対策（学童クラブ）（再掲）
特別支援児童保育（再掲）
私立認可保育所等運営費支援事業補助の支給（再掲）
サポートファイル推進事業
　令和7年度（4～12月） 配布件数  16件
　令和6年度　　　　　 　 配布件数   18件

子ども発達支援事業については、発達が気になる段階から早期に支援を利用するニー
ズの高まりにより、障がい児相談支援の利用児童は増加傾向です。また、地域の子育
て支援機関を併行して利用する児童も増えているため、今後も子育て支援機関や障害
福祉機関等と連携し、発達支援体制の充実と強化に向けた取り組みを進めていきま
す。

1
■第7期障がい福祉計画
■第3期障がい児福祉計画
計画書P93

教育支援委員会の設置
特別支援学級の設置
通級指導教室の設置
特別支援教育就学奨励費の支給
特別支援教育の充実
　市教育支援課で実施
私立幼稚園振興補助の支給
　市子ども家庭課で実施

各事業とも継続して実施します。

障がいのある幼児、児童、生徒の自立や社会参加に向け、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、生活や学習上の困難を改善または克服するため、適切な教育を受けられるよう、障がい児の教育の充実
や支援を図ります。

施策８－２　特別支援教育の推進
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